
■小・中学校における支援のイメージ

■通常の学級と通級による指導と特別支援学級の関係性 ■通級による指導実施状況（参考資料１参照）

実施校 対象者 担当者

30 750 59

23 331 34

2 19 4

55 1,100 97

通常の学級か特別支援学級のどちらかに所属する。

市町村教育支援委員会において就学先を判定し、保護者との合意形成を図り所属が決定する。

合計

特別支援学級での教科等の指導は、準ずる教育課程（通常の学級と同じ）と知的障がいの教育課程（知的障がい特
別支援学校の教科等）が混在する。

週に1，2時間

【資料１】小・中学校の児童生徒や教職員への支援

特別な支援の必要な児童生徒

特別支援教育支援専任教員

学級経営や学習指導に関して、教員を支援

特別支援学校センター的機能

個々の子どもの障がいに応じた支援

通常の学級 特別支援学級

小学校

中学校

・障がいに基づく種々の困難の改善・克服に必要な特別
の指導を特別な場で指導

ろう学校

（通級による指導）

にこにこサポート

（通常の学級）

特別支援教育

支援員

にこにこサポート

（特別支援学級）

通常の学級

担任

特別支援学級

担任
通級指導

担当教員

校内支援委員会・特別支援教育コーディネーター

支援 支援

連携

通常の学級 通級による指導

教科等 自立活動

特別支援学級

教科等＋

自立活動

特別支援教育

支援員



【特別支援学級】

■令和元年度特別支援学級在籍児童生徒

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 小計 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 小計

■自閉症・情緒障がい特別支援学級の在籍者数

１年 ２年 ３年 小計 １年 ２年 ３年 小計 H27 H28 H29 H30 R1

296 336 395 500 537

230 230 235 231 258

526 566 630 731 795

※島根県教育委員会調べ

○５年間で１．５倍に増加。（小：１．８倍、中：１．１倍）

（参考資料２参照）

※島根県教育委員会調べ

■特別支援学級の多人数化 （単位：学校 ） ■にこにこサポート事業（特別支援学級）配置状況（単位：人）

6人 7人 8人 9人 10人 11人 12人 13人 14人 小 中 計

11 3 0 2 1 0 0 1 0 配置数 配置数 配置数

4 5 4 4 4 1 2 2 0 2 1 3

3 1 1 2 0 0 0 0 0 6 3 9

4 1 2 1 1 0 0 1 1 2 1 3

22 10 7 9 6 1 2 4 1 5 3 8

※特別支援学級は児童生徒が８名まで１学級の学級編制 ※島根県教育委員会調べ 0 0 0

4 0 4

0 0 0

3 0 3

0 0 0

0 0 0

4 2 6

18 6 24

22 8 30

※島根県教育委員会調べ

【にこにこサポート事業（特別支援学級）】
特別支援学級の１学級の児童生徒が多人数のうち、特に非常勤講師を配置して対応する必要
がある学級に非常勤講師１名を配置。
※多人数・・・概ね７人以上

258 4 14

小計
知的

自閉・情緒

合　　計

出雲
知的

自閉・情緒

浜田
知的

自閉・情緒

益田
知的

自閉・情緒

隠岐
知的

自閉・情緒

１３名

１４名

最大人数

１３名

９名

圏域
（教育事務所）

障がい種

松江
知的

自閉・情緒

小

中

自閉・情緒

自閉・情緒

知的障がい

知的障がい

障がい種

生徒数

児童数

24 2 1,03748

5,597 5,685 5,687 5,718 5,724 5,877

17 27

34,288

103 80 537 10

5,687 5,718 5,724 5,877 34,288

105 90

3 10 1 489

難聴
肢体

不自由

病弱・

身体

虚弱
院内 合計

【資料２】小・中学校の児童生徒や教職員への支援（特別支援学級）

割合

5,800

0.91%

5,448 5,767 17,015 5,800 5,448 5,767

知的障がい 自閉症・情緒障がい
弱視 難聴

肢体

不自由

病弱・

身体

虚弱
院内 合計

53 69 77 199 93

34,288 34,288 34,288

0.86% 1.28% 1.18% 1.28% 1.36% 1.38% 1.22% 1.36% 1.46% 1.85% 1.57% 1.80% 1.36% 1.57% 0.03% 0.05% 0.08% 0.07% 0.01% 3.02%

34,288 34,288

17,015

2.87%

区分

区分

中学校 17,015 17,015 17,015 17,015 17,015 17,015

1.27% 1.34% 1.17% 1.60% 1.56% 1.39% 1.52% 0.02% 0.08% 0.02% 0.06%

特別支援
学級在籍
児童数

割合

小学校

中学校

合計

合計

0.01%

特別支援
学級在籍
児童数

小学校 34,288 5,597 5,685

知的障がい 自閉症・情緒障がい
弱視

73 67 73 78 81 420 76 83

85 80

0

200

400

600

800

H27 H28 H29 H30 R1

自閉症・情緒障がい学級児童生徒数

小学校 中学校 合計



【通常の学級】

■通常の学級における特別な支援が必要な幼児児童生徒数調査結果：特別支援教育課実施

※教員の主観による回答 ※令和元年の通常の学級の児童生徒数に平成30年度の特別な支援が

　 必要な児童生徒数調査の割合を乗じた数

■にこにこサポート事業（通常の学級）配置状況 ■市町村における特別支援教育支援員配置状況 ■通級による指導（Ｒ１）

・小学校の通常の学級に在籍する発達障がいのある児童に対して、特別な支援のために非常勤講師を配置

・現在100校に1名ずつ配置、1000名程度の児童を支援

１年

２年

３年

４年

５年

６年

※学校数は義務教育学校を含む小学校数 □特別支援教育支援員配置状況（経年経過） １年

※島根県教育委員会調べ H27 H28 H29 H30 R1 ２年

小 272 304 307 342 339 ３年

●中学校クラスサポート事業 中 142 118 122 123 117

・不登校や問題行動が急増する中学１年生を対象 計 414 422 429 465 456

・学習面、生活指導面の支援を行うため、必要性の高い学校へ ※松江市は義務教育学校に他１名配置（H30～） ※特別支援教育課調べ

 非常勤講師を配置（H31：29名） ※特別支援教育課調べ

●学びの場を支える非常勤講師配置事業（学びいきいきサポート事業）

・自学教室等を設置して個別に指導を行う必要のある中学校を対象に非常勤講師を配置（H31：30名）

・支援の必要な児童生徒が増加しており、個別の人的支援に限界
・中学校におけるにこサポ配置の要望がある
・業務内容の整理が必要（免許保有者の有効活用）
・支援の必要な児童生徒の状態（障がいの有無など）の境界がわかりにくい

・個別の指導計画を作成し、個々の実
態に応じた支援が実施できた。
・児童が安心して学習に取り組めるよう
になってきている。

成
果

課題

圏域 配置人数 学校数

32
24

出雲

浜田

24
50
64
5230松江

問題行動

学力不振

日本語指導

不登校

31
51
21

456

通常の学級

障がいのある

163

339

89

42

合　　　計

117
1

13

335小計

小中合計 1,100

765

63

中

小計

136

136

160

144

33,251 3,624

28.2%

対象人数

46

126

145

144

学年

小
浜田

益田

隠岐

小　　　計

配置人数

小 中

33516,525 1,1907.2%

圏域

33
12

松江

出雲

【資料３】小・中学校の児童生徒や教職員への支援（通常の学級）

平成22年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

9.9% 10.9%小学校 6.5% 8.6% 9.1% 9.6%

B/A平成30年度
B通級指導

教室対象者数

765

R1通常の学級
児童生徒数

A特別な支援を必要と
する児童生徒数（※）

21.1%

中学校

課
題

・事業の不理解による具体的な支援が
十分に検討されないことがある。
・教員免許保有者としての利点を生か
されていない状況がある。
・非常勤講師の研修の充実。
・非常勤講師の確保（さらに対象児童
が増加）

合計

隠岐

益田

201
11

100
3
11

4.4% 6.3% 6.9% 6.9% 7.5%

通級による指導にこサポ 市町村支援員

クラスサポ 学びサポ 日本語指導教員



■高等学校における特別な支援が必要な幼児児童生徒数調査結果：特別支援教育課実施 ■中学校で通級による指導を受けていた生徒の進路状況

※教員の主観による回答

■高等学校における通級による指導 ■高等学校特別支援教育ネットワーク構築事業

　　　○各圏域に推進教員を指名（R1松江、出雲、浜田、益田で実施、R2に隠岐でも実施予定）

　　　○圏域内で推進教員を中心として、各校の特別支援教育コーディネーター等と推進連絡会を開催

　　　○圏域での情報共有、情報交換、推進教員による助言や情報提供を行う

■高等学校特別支援教育推進研修

　　・各高等学校の特別支援教育コーディネーターを対象とした県教委主催の研修

　　・特別支援学校センター的機能担当者も参加

3.2%3.4%2.9%

【資料４】高等学校の生徒や教職員への支援

平成22年度 平成26年度 平成30年度平成29年度平成28年度平成27年度

2.8%2.6%1.2%

※Ｈ３０年度から高等学校における通級による指導が
制度化され、高等学校における障がいに応じた特別の
指導が開始された。

高等学校

48.0%

43.4%

5.9%

2.6% H29年度卒業生進路状況

公立高校 私立高校 特別支援学校 その他

邇摩高校

H26~モデル事業

H30~本格実施

【協力校】

出雲養護学校

邇摩分教室

松江農林高校

H29モデル事業

H30~本格実施

【協力校】

松江養護学校

三刀屋高校掛合分校

H31準備校

【協力校】

出雲養護学校

雲南分教室

宍道高校

H30準備校

H31本格実施

【協力校】

松江緑が丘養護学校

【益田圏域】

益田翔陽高校

Ｈ２９～

【松江圏域】

松江東高校

Ｈ３０～

【出雲圏域】

三刀屋高校Ｈ３１～

出雲高校Ｈ２９～

【浜田圏域】

浜田高校

Ｒ１～

【隠岐圏域】

学校未定

Ｒ２～

９１．４％が

高等学校へ進学



■合理的配慮の提供

「合理的配慮」とは・・・。

■島根県立学校における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する対応要領における合理的配慮の具体例

（合理的配慮に当たり得る物理的環境への配慮の具体例：省略抜粋）

・管理する施設・敷地内において、車椅子利用者のためにキャスター上げ等
の補助をし、又は段差に携帯スロープを渡すこと。

（合理的配慮に当たり得る意思疎通の配慮の具体例：省略抜粋）

・学校等において、筆談、要約筆記、読み上げ、手話、点字など多様なコミュニケーション手段や分かりやすい表現を使って説明をするなどの意思疎通の配慮を行うこと。

・見えにくさに応じた情報の提供（拡大コピーなど）、聞こえにくさに応じた視覚的な情報の提供、知的障がいに配慮した情報の提供（ルビ振りなど）

（ルール・慣行の柔軟な変更の具体例：省略抜粋）

・学校等において、板書やスクリーン等がよく見えるように、黒板等に近い
席を確保すること。

※合理的配慮の提供までのプロセスについては、参考資料３参照

・治療等のため学習できない期間が生じる児童生徒等に対し、補講を行うなど、学習機会を確保する方法を工
夫すること。

・読み・書き等に困難のある児童生徒等のために、授業や試験でのタブレット端末等のＩＣＴ機器使用を許可し
たり、筆記に代えて口頭試問による学習評価を行ったりすること。

【資料５】高等学校の生徒や教職員への支援

障がい者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障がい者の権利利益を侵害することとならない
よう、当該障がい者の性別、年齢及び障がいの状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮（以下｢合理的配慮｣という。）の提供をしなければならない。（島
根県立学校における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する対応要領：第３条　合理的配慮の提供より抜粋）

・聴覚過敏の幼児、児童及び生徒等のために雑音を軽減する、視覚情報の処理が苦手な幼児、児童及び生徒等のために黒板周りの掲示物等の情報量減らすなど、個別の事案ごとに特性に応じて教
室環境を変更すること。

・言葉だけを聞いて理解することや意思疎通が困難な障がい者に対し、絵や写真カード、コミュニケーションボード、タブレット端末等のＩＣＴ機器の活用、視覚的に伝えるための情報の文字化、質問内容
を｢はい｣又は｢いいえ｣で端的に答えられるようにすることなどにより意思を確認したり、本人の自己選択・自己決定を支援したりすること。

・入学試験や検定試験において、本人・保護者の希望、障がいの状況等を踏まえ、別室での受験、試験時間
の延長、点字や拡大文字、音声読み上げ機能の使用等を許可すること。

「障害のある子どもが、他の子どもと平等に「教育を受ける権利」を享有・行使することを確保するために、学校の設置者及び学校が必要かつ適当な変更・調整を行うことであり、障害のあ
る子どもに対し、その状況に応じて、学校教育を受ける場合に個別に必要とされるもの」であり、「学校の設置者及び学校に対して、体制面、財政面において、均衡を失した又は過度の負
担を課さないもの」（共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）：中央教育審議会初等中等教育分科会報告より）



■県立高校魅力化ビジョン（平成31年2月：島根県教育委員会）

第2章　生徒自らが選び、学び、夢を叶える高校づくりの推進

　５　インクルーシブ教育システムの推進

〈具体的な取組〉

・施設設備のバリアフリー化 ・適切な対応に向けた教職員研修

・支援員の配置 ・様々な授業においてユニバーサルデザインの視点を取り入れる工夫

・合理的配慮アドバイザー（仮称）（※１）の配置についての研究 ・周りの生徒への理解教育の推進

・センター的機能や発達障害者支援センター等の関係機関との連携 ・通級による指導の充実と、実施校の拡充、通級指導担当教員の育成

・校内委員会の機能強化 ・高校特別支援教育ネットワークの拡充

・合理的配慮に基づく教育環境の整備

■高等学校における特別支援教育のイメージ

■高等学校における通級による指導の成果と課題

【資料６】高等学校の生徒や教職員への支援

支援員 個別支援：聴覚障がい、肢体不自由の生徒を支援

成果 課題

○対象生徒における変容
　・情緒の安定
　・コミュ二ケーションスキルの向上
　・自己理解、他者理解　など

○個に応じた就労支援

○教職員の意識の変化

○高等学校において、通級による指導
を担当できる人材不足

○校内における連携不足

○高等学校における通級による指導に
対する理解不足

授業作りのベース（誰にでもわかりやすい授業）

特別な支援の必要な生徒への合理的配慮の提供

個別支援：年間７単位以内で自立活動を実施

（※1）合理的配慮アドバイザー（仮称）のイメージ：高等学校における合理的配慮の提供について相談支援を行う

ユニバーサルデザインの視点を

取り入れた授業作り

通級による指導

自立活動

支援員



■高等学校における遠隔教育の制度化（参考資料４参照）

①メディアを利用して行う授業（同時双方向型）の制度化

　　・７４単位中３６単位を上限

　　・配信側は担当教科免許保持者かつ受信側高校に属する教員

　　・受信側は原則として当該高校の教員（担当教科外でも可）の立ち合い

②オンデマンド型教育の特例の創設

　　・文部科学大臣の指定を受けた高等学校のみで実施

　　・３６単位を上限

　　・教員の有無は問わない

　　・対象は疾病による療養又は障害のため通学して教育を受けることが困難な生徒のみ

■「遠隔教育の推進に向けた施策方針」の策定（参考資料５・６参照）

　　・平成30年9月14日　遠隔教育に向けたタスクフォース

【資料７】高等学校の生徒や教職員への支援


